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2008年 大会特別研究発表

報告 ・討論の要旨および座長の所見

■上田　元(東 北大):東 アフリカ農村における経済

　　 自由化と自然資源管理

　　　　　　　　　 池谷　和信(国 立民族学博物館)

報告の内容

　東アフリカでは,ト ップダウンの自然資源管理が

人々の生計安全保障を脅かし,ま た1980年代に始まる

構造調整による経済自由化と環境予算削減が資源の市

場取引と破壊を促しているといわれる。このため,各

国は資源利用者を交えた参加型管理のあり方を模索し

ている。本発表は,タ ンザニアとケニアの定着農耕民

を対象として報告者が行っている研究を紹介しながら,

参加型管理がその導入において直面する問題を報告し,

とくに森林管理のあり方が農民の生計安全保障に与え

つつある影響について考える。

　 トップダウンの自然資源管理が生む問題を反省して,

世界各国はコミュニティ準拠の管理や協働管理などの

参加手法を導入 して,資 源利用者に管理の負担を求め

る代わりに権限を委譲すると同時に,資 源をめぐる利

害関係の調整を試みる方向にある。こうした手法はタ

ンザニアやケニアにも 「輸出」されており,成 果を上

げている例も報告されつつあるが,問 題を抱える事例

の検討も不可欠である。本発表では,行 政が参加型管

理の導入を試みているのにもかかわらず,う まく根づ

いていない例を紹介する。どちらの国の事例において

も,村 指導層や行政は人々の 「森林利用景観」を適切

にとらえておらず,森 林管理の行方は彼らの生計安全

保障を脅かしかねない状況にある。このため,ま ずは

「森林利用景観」を描きなおす再マッピングが必要で

ある。

　欧米では,自 然資源を私有化,民 営化,商 品化し,

その管理を市場原理に委ねて効率性と保全の両立を目

指す 「自然の新自由主義化」に関心が集まっている。

経済の自由化に並行するこのような自然の新自由主義

化の流れが,ア フリカに何をもたらしてきたのかを考

える時期に来ている。

　発展途上国における人間一環境関係についての研究

は,共 有財産論,グ リーン ・マテリアリズム,小 農研

究,フ ェミニスト開発論,批 判的環境史研究,ポ スト

コロニアル研究といった順で進展 し累積してきた。こ

れらのうち,今 回はとくにモラル ・エコノミーを強調

する小農研究と,資 源利用者の側に立った 「資源利用

景観」の再マッピングを目指すポス トコロニアル研究

を意識して報告する。

　公式統計での確認には困難が伴うものの,1980年 代

以降 経済自由化はタンザニアの森林破壊を加速した

という。平価切下げは木材輸出を促 し,ま た輸入燃料

価格を上昇させて薪炭への回帰,乱 伐を招いた。貿易

自由化は薪炭火力で加工される農産物の輸出を促 して

乱伐をもたらし,財 政支出削減は森林管理支出を激減

させた。乱伐が身近な薪炭供給地を失わせ,輸 送費用

と薪炭価格を引き上げて人々の生活に影響を与えてい

る地域 もある。

　こうした問題を踏まえ,タ ンザニアでは1990年代末

より参加型管理の制度化が図られた。本発表では,タ

ンザニア北部アルーシャ州の相対的先進地域であるメ

ル山地域から,政 府植林地と,比 較的よく保存されて

きた森林保護区 そして国立公園の3つ に隣接するメ

ル人の一村をとりあげる。この地域は山腹最上部に位

置し,経 済諸部門の自由化によって市場の拡大した山

麓 ・低地とは異なって,森 林資源への依存度を高める

潜在性をもっている。

　1998年以降,自 然資源観光省は事例村との間で森林

保護区と政府植林地を対象とする共同森林管理を模索

してきた。ところが,こ の保護区は国際的NGOの 野

生動植物保護活動に呼応したタンザニア国立公園局に

よってアルーシャ国立公園に編入され,共 同森林管理

の試みは頓挫した。2002年以降 農民は保護区からの

薪材採取を禁じられ,そ れは政府植林地か私有地に生

育する樹木の.,定による入手に限られることとなった。

　他方,村 内では,2000年 前後より村議会に設置され

た環境評議会が中心となり,土 壌侵食の恐れのある村

有耕地で造林し始めると同時に,急 斜面の私有地での

耕作を禁止して造林を指令するなど,コ ミュニティ準

拠の森林管理を実践 しつつある。もっとも,1990年 代

に入って斜面私有地での連作による収量低下や土壌侵

食の恐れを実感 した壮年世帯は,指 令を待たず,個
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別 ・自発的に造林を始めている。近年は,2004年 以降

の木材輸出急増に連動 した地域木材価格の急上昇に対

応した造林も見られる。

　造林世帯は,平 坦地に耕地を買い足す経済力をもつ

か,あ るいは林業 ・非農業収入によって食糧を購入し

ている。同時に,彼 らは勇定枝を薪として利用してお

り,共 同森林管理頓挫の影響を回避し,さ らに村有林

資源も必要としない。造林世帯は森林管理への参加動

機をもたず,そ の生計は個別化 している。他方,土 地

貧困世帯は自発的に造林する余裕がなく,さ らに親族

の間で造林指令への共同対処や食糧等の相互支援を行

うことなく,彼 らも生計を個別化させている。村が斜

面耕地をもつ彼らに対 して造林指令を強行した場合,

彼らの生計安全保障は直ちに脅かされることになる。

彼らは,森 林保護区へのアクセス喪失による薪不足と,

斜面所有地に対する造林指令による食糧不足 という,

二重の打撃を受けるのである。以上のような造林と薪

材利用の実際を総合すると,参 加型管理が想定する共

同行動ではなく,む しろ 「個別化し階層化した森林利

用景観」がみえてくる。

　もっとも,人 々の生存維持権,生 計安全保障を脅か

すほどに森林アクセス問題が深刻化 しているのかどう

かをめぐっては,疑 問が残る。森林保護区の国立公園

への編入にみられるような トップダウンの管理につい

ては,同 じアルーシャ国立公園を対象とした先行研究

によって,① 地元民の視点の欠如,② 来歴が植民地支

配に遡る観光収入源への依存,③ 「人間抜きの自然」

観を構築する人間抜 きの管理などの問題点が指摘され

ている。これらは重要な指摘ではあるものの,全 容を

つかみがたい 「違法」な資源利用が森林アクセス問題

をどれだけ緩和 しているのかについても留意しなけれ

ばならない。

　ケニアにおいても,構 造調整による経費節減に汚

職 ・人権問題などを理由とした援助凍結が重なって,

森林管理は大きな影響を被った。公式記録でみる限り,

林産物市場は拡大しつつあるようだが,経 済自由化そ

のものが与えた効果の評価は,容 易ではない。いずれ

にせよ,森 林破壊に対処するためにケニアでも法整備

が進められ,2005年 の新 ・森林法によって,参 加型管

理が制度化された。これは,森 林利用者がコミュニテ

ィ森林組合を組織して公有林の管理 ・保全に協力する

代わりに,木 材 ・薪材などの利用権を得るものであり,

中央部のアバーデア森林保護区では,利 用者によるゲ

ートの管理が始まっている。

　他方,そ の近隣の南ライキピア森林保護区 ・北部区

域では高木伐採が進み,森 林は叢林へと大きく変化 し

た。これは,新 制度が想定する問題ある森林の典型例

といえよう。しかし,ケ ニアの村落は参加の媒体とな

るコミュニティ森林組合の基盤としてタンザニアのよ

うな村議会をもたず,事 例村では組合化は停滞 してお

り,参 加型管理への反応は芳しくない。行政は,そ の

理由を 「保護区資源はすでに破壊されており,人 々に

その管理に参加する経済的動機がないため」と理解 し,

さらに資源利用の全面禁止を展望しつつある。一般に

薪炭材の利用は過小評価されがちであり,そ の利用者

が森林管理に参加して得る便益は少なく参加の動機は

なしと判断されかねない。だが,事 例保護区は,周 辺

住民にとって依然として自家消費の森 現金収入の森

そして協力関係の森であり続けている。彼らにとって

その持続的利用が依然として生計安全保障上の重要課

題であることを示す再マッピング,な いし対抗マッピ

ングが求められる可能性があるといえよう。

　キクユ人を中心とする事例村において,製 炭に従事

しているのは学齢期の子息を抱える世帯の食費 ・学費

を工面しようとする女性であり,全178世 帯のうち約

50ほ どである(2008年3月)。 調査に協力的な製炭者

1人 の実態を参与観察したところ,採 取対象は萌芽更

新中の樹木の一部と,伐 採後に枯死 した樹木の根株で

あった。毎回異なる場所を探索し採取しているが,採

取テリトリーや,禁 伐区域 ・期間についての合意は存

在しない。しかし,異 なる世帯の数名が連れ立って採

取することが多く,そ の協力関係は炭焼き場の共同利

用に及んでいる。さらに,採 取においては,樹 木の萌

芽力を維持しようとする在来知が働 く。たとえば 萌

芽更新するムキニェイの株は,「前に採取した際の切

り口が朽ちていても根は力をもっており萌芽するので,

根株を丸ごと採取することはない」として,萌 芽力を

失わせないよう配慮している。これに対 して,枯 死し

た 「非萌芽更新種」については斧で根株を叩き割って

採取 している。採取物に占めるムキニェイの割合は10

%程 度であ り,現 在この樹木は保全された資源となっ

ている。採取物の半分は生育中の 「萌芽更新樹種」で

あ り,残 る半分が 「非萌芽更新樹種」の枯死 した根株

である。とくに,自 家消費向け採取は 「非萌芽更新樹
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種」を,製 炭販売向け採取は 「萌芽更新樹種」を中心

としている。製炭は月に2回 程度 周年行われており,

採取物の製炭販売率は原料重量べ0ス で60～75%で あ

る。農耕が干ばつに影響されやすいなか,製 炭は現金

収入機会として非常に重要である。製炭者は,時 々訪

れて製炭を見答める森林管理官や警察官に賄賂を支払

っている。

　 このような 「保全的で協力的な森林利用景観」を踏

まえると,組 合化停滞の理由を人々の 「経済的動機の

不在」に求めることは難 しい。むしろ,人 々は組合化

を通 した対行政接触が自らの製炭に与える影響を懸念

していると考えるのが自然であろう。他方,行 政は

人々による保護区の 「破壊」を放置してきたのであり0

森林が人々の生存維持権を否定し生計安全保障を脅か

すほど厳 しく管理されてこなかったことは,タ ンザニ

アの事例以上に明らかである。

　報告した事例から見えてくるのは,「国家による強

く厳しい森林管理」が資源利用者の生計を脅かしてい

るのは事実の一面であるとしても,そ の全てではない

ということである。資源の管理者と利用者の間には,

贈収賄などにみられる 「インフォーマル」なパ トロン

=ク ライアント関係や,さ らに 「反社会的」ではない

かたちの日常的な資源利用とその黙認がある。小農研

究のモラル ・エコノミ0論 も指摘するこうしたミクロ

な関係は,国 家と社会を分離し対置させるマクロな二

領域モデルではとらえることができない。事例にみら

れるように0人 々が資源管理の経済的動機をもつにも

かかわらず,資 源を公的な参加制度を通して管理しよ

うとしない理由を理解するためには,彼 らが資源管理

者との間に築いている関係を適切にとらえる必要があ

る。

　資源利用における既存の社会関係が有効な間は,

人々はあえて資源管理に参加するには至らないかもし

れない。しかし,新 自由主義化のなかで活発化した国

際的NGOが アカウンタビリティや透明性のある市民

社会的アクターを重視しつつ二領域モデルを実践しよ

うとする強力な主体として関わった場合,資 源の管理

者と利用者の間に存在してきたモラル ・エコノミー的

な関係が否定され,機 能しなくなり,結 果として利用

者の生計安全保障が著しく脅かされる可能性がある。

そのときには,参 加型管理の場で資源利用者本位のマ

ッピングを実践する必要性と意義が増すであろう。参

加型 管理,経 済 自 由化/新 自由主 義化,そ して 両者 の

関係 は多 様 な過程 で あ り,事 例 研 究の 蓄積 が求 め られ

てい る。

討論

[小林茂(大 阪大)]住 民 の資 源利 用 と管理 につ い て

は ネパ ール の場合 と よ く似 た 点が あ る。 ネパ ー ルで 自

然 の 再生力 とか土壌 侵 食 につ いて20年 ほ ど同 じ村 を何

度 も繰 り返 し調 査 す る と,住 民 の もっ てい る観点,住

民 の い う 自然 の再 生力 等 に学 ぶ こ とが あ った。発 表で

は0住 民が ど う考 え てい るか とい う点 につい て あ ま り

触 れ られ てい なか っ たが,対 象 地域 で は どうか。

[上田]タ ンザニ アで は,平 坦 地の 土地 が足 りな くな

った ので森 の斜 面 を耕 さざる を得 な くなった 。土砂 嶺

れ を起 こ しか ね ない よ うな斜 面 につ い ては,村 が 当初

よ り規 制 をか けて い るが,残 りの部分 を村 民 が必要 に

応 じて使 う こと を放 任 して きた 。彼 らは10～20年 近 く0

その土 地 を使 う中 で2つ の こ と を実 感 した とい う。一

つ は地力 の低 下 で あ り,以 前 に比 ベ トウモ ロコ シの収

穫量 が大 き く減 少 した。 もう一つ は土壌 侵 食 であ り,

こ こ数年,一 夜 に して か な り深 い雨裂 侵食 が現 れ る こ

とを経験 してい る。 自然 の 回復 力 につ い て どう考 えて

い るか は不 明 だが,彼 らが今 の使 い方 で はい け ない と

感 じて い るこ とは事 実 だ と思 う。 ケ ニアで は,保 護 区

を構 成す る高 木 が建材 として非常 に珍重 され た樹 種 で

あ り,母 村 か ら入植 した人 たち の家屋 建材 や耕 地 フェ

ンス と して使 わ れ は じめ たが,そ の後 保 護 区は建材

を都 市部 へ送 り出す供 給基 地 となっ た。そ の ため,こ

れ につ いて は地元 民 の考 え方 とは別 の論 理 で伐採 され

た ので はな いか。 ただ し0高 木が切 られた後 の低 木,

藪 の再 生 能力,萌 芽更 新 能力 につ いて の知 識 を地元 民

が有 してい るの は明 らか で ある。採 取 にお け る在 来知

といって もいい だ ろ うが,人 々 は萌芽 能力 に優 れ再生

能力 の ある木 とそ うで ない木 を承 知 の上 で 選 び取 って

い る。 また,既 に切 られ て しま った建材 向 けの高 木 の

切 り株 を薪 と して 自家 消費 す る な ど0使 い分 けをす る

知識 を働 かせ て い る。

[小林]構 造 調整 が森 林破 壊 を起 こす とい う図式 が示

され,も っ と もら しいが,実 際 は どうか。 それが 成立

す るデー タは示せ るか。

[上田]提 示 した図式 は,現 地 関連 機 関の ワー キ ング

ペ0パ ー な どに基 づ いて 表現 した もの であ る。薪 炭材

の供給 地 が遠 隔化 してい る とい う ミクロな レベ ルで の
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現実 が あ るのは確 認 で きるが,そ こ に至 るまで の(マ

クロな)プ ロセ ス を実 証す る ようなデ ー タに基づ く議

論が 出来 ない のが現 実 で あ る。 監督 官庁 が 国会 で アラ

ビァ半 島にか な りの木 材が 輸 出 されて い るこ とを糾 弾

されてい る もの の,こ れ を直 ちに構 造調 整 と結 びつ け

るこ とは難 しく,ど うや って実 証す るか を考 えな けれ

ばな らない。

[水岡不 二 雄(一 橋 大)]新 自由主 義 の側 面 か らア フ

リカを扱 われ た こ とは学 会へ の新 たな提起 だ と思 い興

味深 い。市 民社 会論 は民主 的 な参加 ・議 論 を重視 す る

わけだが,市 民 社会 の 「二領 域 モ デル」 に よっ て,ア

フリカの人 た ちが作 って きた現 地で は合理 的 に存在 す

るパ トロ ン=ク ライ ア ン ト関係 を否 定 して,ヨ ー ロ ッ

パ 中心 主義 的 な人 間類型 が合 理 的 だ と して,一 方 的 に

現地 に押 し付 け る二 元論 的 な もので あ り,そ の点 にお

いて新 自由主義 の新 古典 派 的人 間類型 と同 じで はない

のか,こ うい う こ とが ア フ リカの農村 社会 を も左右 し

てい るので は ないか と痛 感 した。 自然 管理 とい う点か

らみ る と,「 自然 保 護 」 の名 の 下 で,特 定 の 空 間 を囲

い込 み,昔 か らそ の土地 を利 用 して きた現 地住 民 を排

除す る点で,や は り新 自由主 義 の 自然 の私 有化 を助 長

して いるの で はない か。 この ような活 動 を支 え るのが

NGOだ が,日 本 で は肯 定 的評 価 が 強 く,疑 問が ほ と

んど提示 され て い ない。NGOは 富 者 に よ る貧 者 に対

す る 「社 会愛 ・人問 愛 に基 づ く援助 」 とい う もっと も

らしい 目標 を掲 げ なが ら,実 は,新 古 典派 的人 間類 型

と新古 典派 的 自然 利用 を一方 的 に押 し付 ける機 能 をは

た してい る。現地 の 人 々に とっ て,こ う した支援 が ど

うい う意味 を もって い るのか を再検 討 す る必要 が ある

ので はない か,も っ と日本 の 中で 問題提 起 すべ きと考

える。

[上田]新 自由主 義 につ いて は多様 な論 じ方が あ り,

統一 された見 解 は存在 しない ので は ないか と思 う。 西

洋の新 自由主 義 の考 え方 を アフ リカの 文脈 にお いて 吟

味す る とい う個別 の作 業 を しない と生 産 的で はな いの

で は と考 える。 そ うい った点 か らす る と,紹 介 した事

例の全 てが新 自由主義 に よって もた ら され た と言 う 自

信 はない。 ただ し,参 加型 は分 権化 とい うプ ラスの 側

面 を持 って い るため 聞 こえ はいい が,他 方 で 国が責 任

を放棄 した面 もあ り,そ うい った部 分 の根本 的な発想

が,新 自由主 義 の延長 線上 にあ る と思 え る。欧米 の 地

理学者 が探 究 してい る 「自然 の新 自由主義化 」 の一 つ

の現 れ につ い ては,参 加 型制 度 を導入 した ことでか え

って囲 い込 みが 進み,そ こが 資本 の蓄積 に都 合 のい い

よ うに変 わ って しま うとい う論 調 があ る なか,そ う し

た理 解 を アフ リカの 文脈 ・論理 にあて はめ よう とす る

と,そ れ を上 手 く見 る こ とが で きな くな る と感 じて い

る。 つ ま り,資 源 利用 が保 全 的で ない と判 断 された あ

とに新 自由 主義 的 な考 え方 を背 景 に した参加 型管 理 が

後追 い 的に輸 入 され た とい うのが,発 表 した事例 だ。

因果 の現 出が,地 域 にお いて多 様 であ る ことは不 思議

で はな く,新 自由主義 の考 え方 に注 意 しなが ら も,実

態 に即 し,現 場 の因果 の順番 に留意 しつ つ見極 めて い

か なけれ ば な らない だろ う。報 告 した事例 につい て は,

外 か ら輸 入 され た西洋 的二 元論 の制 度が うま く現 地 に

適応 しない と ころ に問 題が あ る と考 え られ る。

[熊谷圭 知(お 茶 の水 女 子 大)]非 常 に詳 細 な フィ ー

ル ドワー ク に基づ く議 論 で,建 前で ない リア リテ ィを

掴 んでい る もので 感心 したが,結 論 で納得 の いか ない

とこ ろに 関 して 伺 い たい 。発 表 で は,「 モ ラ ル ・エ コ

ノ ミー」 の余 力が 強調 され たが,階 層 分化 が進 む中で,

リソース す らな く 「モ ラル ・エ コ ノ ミー」 を支 える共

同体 的関係 か らこぼれ 落 ちて しま う 「土 地貧 困者」 も

出現 して い るので は ないか。

[上田]反 社会 的 で はない,誰 もが仕 方 な くや ってい

る と認 め て くれ る ような資源 利用 を容 認す る土 壌 もモ

ラル ・エ コ ノ ミー の一部 だ ろ う と思 う。 ス コ ッ トの東

南 アジァ の議論 にみ られ る地 主 と小 作 の 問の保 護=被

保 護 の関係 だ けが モ ラル ・エ コノ ミーで あ る とは考 え

てお らず,斜 面耕 地 に しか主 だ った食料 生 産 の土地 を

持 ってい ない 人の生 存維 持権 を認 め,管 理 が強 化 され

よ う と してい る土地 に入 り込 ん で枝 を切 る とい うこ と

を も大 目に見 る とい う実態 が あ るので,モ ラル ・エ コ

ノ ミーが機 能 して い るので はな いか と考 えて い る。 階

層 差 は確 か にあ って,そ れ ぞれ の層 に対 して効 き方 も

変 わ って くる か も しれ ないが,基 本 的 に そ うい う倫 理

が 生 きて い る社 会 であ る と考 え てい る。 それ は行 きす

ぎた面 もある か も しれ ない。 市民社 会 論 的な二 元性 で

は切 れ な いの だ とい うこ とを強調 しす ぎた嫌 い が あ り,

それ に よ り,モ ラル ・エ コノ ミー を重視 す れ ば よい,

放 っ てお けば よい とい う主張 を したか の よ うな印象 を,

あ るい は与 えた か も しれ な い。 た だ,土 地 貧 困 層 に

「抵 抗」 が 許 され るお お らか さが まだ あ る と見 たい と

思 う。
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[熊谷]新 自由 主義化 と参加 型管 理 の関係 性 につ いて,

両 者 が西 欧 中心 的バ イ ア ス を持 って い る こ と,ま た

「参 加型 」 関係 が 政府 へ の不信,個 の過 剰 な 強調 とい

う点 で,新 自由 主義 との 親和性 を持 ってい る こ とは認

め るが 本来 の 「参加 型 」開発 におい て は,土 着 の 知

こそがす くいあ げ られ るべ き対 象 だ った はずで は ない

か。 現状 で は,実 践 の方 法 の問題 で,そ の 「理想 」 が

十分発 揮 され て い ない と見 るべ きなの か,そ れ とも,

そ こに参 加型 の本 質 的 な問題i生が あ る と考 え るのか 。

[上田]現 行 の参加 型 制度 が上 手 く根 づ か ないが ゆ え

に,現 地 の人 々が 行 って い る森 林 資源利 用 の実態 と,

その実 態 を成 り立 たせ る知 識 とが,管 理 しよ う とす る

国 ・政 府側 に伝 わって い ない こ とが 問題 で あ る。 そ う

い う制 度が 求 め られて い ない ため に地元 の人 に受 け い

れ られ てい ない とい う実 態 を認 識 しな い者 が,仮 に

NGOの 供 給 す る資 金 を使 って よ り強 力 な管 理 をす る

方 向 に走 って しま う と,地 元 資 源 の利 用 実態 を置 き去

りに し,結 果 として資源 に依 存 す る人 々の生計 に悪 影

響 を与 え て しま うこ とに なる。 そ うい う流 れ の 中で,

対抗 マ ッピ ングの意 味 を重視 しな ければ な らない と思

う。研 究者 が外 部 か ら関与 しない ほ うが む しろ よい場

合 もあ るがNGOが 現 地 の 人か ら森 林 管 理 の主 体 性

をは ぎ取 り,現 地 人の生 計が 悪化 して しま う ような こ

とが 現 実 にな った場 合 には,彼 らは知 識 を持 って い る

人 た ちなの だか らそ うい う強 権 的な管 理 の仕方 は望 ま

しくない 旨意見 しなけ れば な らない。 た だ,モ ラル ・

エ コ ノ ミー 的 なルー ル で彼 らが動 い てい る限 り,余 計

なこ とは言 わ ない方 が よい ので はな いか と感 じて い る

ところ だ。

[島 田周平(京 都 大)]参 加 型NGOの 問 題 の 中 には,

援 助 実践 レベ ルでの 問題 が大 き く作 用 して い る。実践

者 レベ ルで は援助 の 透明性,合 理性,ガ バ ナ ビ リテ ィ

を重視 す るが,そ れ らが ア フ リカ社 会 の もって い る特

性 と合致 してい ない とい う点 が重要 で あ る。そ こ にお

い て,ア フ リ カ農民 の資源 へ の ア ク セス を,「 反社 会

的 とはい え ない 日常 的 『抵 抗』」 と表 現 す る の は正確

で はな く,そ れが,ア フ リカ的資源 ア クセ スの 日常 的

方法 で あ る とい う認識 「合法 的」 な方 法 で あ る とい

う認識 が 必要 で はない か。

[上田]「 市 民社 会 」 とい うの は非常 に くせ者 で,社

会 主 義 と結 びつ けた よ うな平 田清 明 の議 論 もあ れば,

グ ラム シ的 な闘争 す る主体 の集 う場 所 としての市 民社

会,そ して援助 の場 面 で現 れ る市 民社 会論 もあ る。 対

象 を限 定 して 厳 密 に議 論 した い と思 う。 ア フ リ カの

人 々 に とって の常識 は これ だ とい うポ ジテ ィブ な言 い

方 をす るべ き とい う指摘 は もっ と もで,「 反社 会 的 で

ない」 とい う表 現 は,こ ち ら側 の見 方 に根 ざ して お り,

む しろ負 の イ メー ジ をこち ら側 の人 間 に再 生産 させ て

しまう言葉 づか い にな って い るので,表 現 を工 夫 した

い と思 う。 た だ,あ る種 の市 民社 会論 を運 用す る援 助

側 はパ トロ ン=ク ラ イ ア ン ト関係 を 「イ ン フ ォー マ

ル」 だ と考 えて い る。そ の こ とはは っ き り指摘 した う

えで,そ れ とは違 う語 り方 を我 々はす るのだ とい う議

論 を しない と認識 は転 換 しない と思 う。

[座長]動 物 資源 と住 民 参加型 管 理が上 手 くい って い

る例 が東 ア フ リカ な どで も見 られ る なか,参 加型 が上

手 くいか な い例 を2つ 出 され た理 由 はな にか。 国家 の

戦略 と して 自然 保 護,森 林 保護 を観 光 とも結 びつ け て,

強い規 制 をか けて 森林 保護 を して い る とい う事例 もあ

るの で はない か。

[上田]上 手 く機 能 して い ない とこ ろだけ を捉 えて一

般 化す るの はフ ェアで は ない と思 うが,定 点観 測 を し

て 自信 を もって情 報 を提供 で きる場所 が,今 回発 表 し

た2つ の事 例 であ る とい うのが 正直 な ところだ。確 か

に,タ ンザ ニ ア,ケ ニア の外,た とえ ばジ ンバ ブエや

南 部 ア フ リカ等,得 られ た観 光 収入 を地 元 の住 民 に還

元 す る仕組 み をつ くって,そ れ をう ま く動か して い る

事 例 ももち ろんあ る。 そ うい った成功 例 を全 て今 回 の

議論 で 否定 す るつ も りは ない。 しか し,そ の例 におい

て,市 民社 会論 的 ・二 元論 的 な もの の見 方が 問題 を ま

った く生 まなか った とい うわ けで もない であ ろ う。実

際 に,南 部 ア フ リカ におい て も,そ の地域 独特 の慣 習

に,新 た な 「市 民社 会」 の制 度 が馴染 まない と指摘 す

る研 究 がみ られ る。 こ う した例 とも相 対 しなが ら検 討

し,今 後 議論 を進 めて い くよう心 掛 けた い。

座長 所 見

　上 田氏 は,こ れ まで10数 年 間 にわ た り毎 年 の ように

東 ア フ リカで現 地調 査 を続 けて こ られた。 そ の対象 は,

ケ ニア 中央部 の キ クユ人 の農村 か ら始 ま り,タ ンザ ニ

ア北 部 の メル人 の農村 に展 開す る な ど,そ の対 象 は広

が りをみせ てい る。 同時 に,村 落事 例 の単 な る紹介 に

終 わ るので は な く,モ ラル ・エ コ ノ ミー論 や ポス トコ

ロニア ル論 な ど,主 と して 国家 と農村 との関係 や農村

の社 会 的側面 に関す る理論 的な 問題意 識 を強 く持 って

　 ・:
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きた。本報告は,こ れまでの上田氏の研究蓄積のうえ

に立ち,2つ の調査地域の事例をふんだんに盛 り込む

ことから,農 村における資源利用や管理に焦点をおい

た社会経済生活とグローバル化の影響を強く受けてい

る国家の政治経済との関係 を論 じている。以下,報

告 ・討論の内容を3つ の点から整理をして,座 長のコ

メントを加える。

　 1)農 村の実態把握:東 アフリカの農村をどのよう

な枠組みで把握し比較したらよいのか?　 2つ の農村

は上田氏が定点観測をしてきた場所であり,行 政の参

加型管理の導入がうまく根付いていない点で共通する。

しかし,国 家による政策や農村の違いなども指摘され

ていて,2つ の農村を比較する枠組みが明確に述べら

れているわけではない。メル農村の事例では造林によ

る林業世帯とそれ以外の世帯にみられる個別化した村

有地での森林利用に焦点がおかれ,キ クユ農村の事例

では在来知に言及 して製炭による公有地(森 林保護

区)で の森林利用が詳細に述べられる。これらは,地

域の特質に応 じて記述する方法をとっているといえる

であろう。

　このため,2つ の農村で森林利用と林野の所有形態

が異なっており,ど ういう枠組みで比較するのかとい

う軸を理解しにくかった。しかしながら,小 林氏の在

来知や熊谷氏のモラル ・エコノミーに対する質疑応答

のなかである程度は解消されたようにみえる。ただ,

農村の資源利用と管理については,ア フリカ以外の地

域においても地理学では同様の枠組みから研究蓄積が

あるだけに,よ り深い議論に展開できなかったのは残

念であった。

　 2)農 村,国 家,世 界の関係:欧 米における 「自然

の新自由主義化」の考え方をもとにして,住 民参加型

の資源管理が途上国の農村に導入されていない現状が

ある。本報告では,農 民が行政による公的な参加制度

を通して森林を管理しない理由は,農 民と資源管理者

との間の関係によることを実証的に述べている。こう

した,農 民と行政との認識のズレはどうして生まれる

のであろうか。水岡氏は,こ の問題をさらに展開して,

市民社会論に基づくアフリカ認識や日本でのNGO評

価や援助活動の実態などにも言及する。小林氏との応

答のなかにおいても,森 林破壊の要因として構造調整

をあげているがそのデータを提示することで,ど こま

で説得できるものか,そ の難 しさが読み取れる。

　 3)地 域性と地域スケール:本 報告は,2つ の農村

の実態を紹介することが中心であるとはいえ,ア フリ

カ全体,あ るいは途上国および世界に共通する農村社

会と政治との関係を把握する枠組みを提示する可能性

を持っている。この意味で,座 長の質問にある自然資

源を対象にした参加管理が成功している地域(ボ ッワ

ナやジンバブウェ)と の比較をすることも必要であろ

う。どうして,成 功例と失敗例とが存在するのかが問

われなくてはならない。私は,本 報告の2つ の農村は

観光立国のなかで観光地に近 く,人 間不在の自然資源

管理の考え方が強い地域である点に特徴があるとみて

いる。島田氏がいうように,ケ ニアのキクユ農村の事

例は政治的腐敗の進んだ他の諸国にも共通する 「アフ

リカ的資源アクセスの方法」を示しているようにみえ

る。

　以上のように,本 報告は,上 田氏による長年にわた

る東アフリカの農村研究の成果を中心にしながらも,

近年の欧米の地理学で議論されている 「自然の新自由

主義化」論や人間環境研究(ネ イチャー　アンド　ソ

サエティ),地 理学的地域研究の在 り方を示している

ものとして注目さるものであり,今 後のさらなる研究

の展開が期待 したい。

　なお,大 会当日の書記は,小 田隆史氏(東 北大学大

学院)に つとめていただいた。本発表の報告および討

論のまとめは同氏の記録に基づいている。同氏のご尽

力に感謝申し上げる。

一69一


